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【論文審査】
　柿崎洋一氏による博士学位請求論文「企業の環境性と社会性に関する経営学的研究―地
球環境に配慮した持続可能な経営―」を審査した。
　本論文は序と結び、および4部15章から構成されている。第1部は、「地球環境問題の経
営学的意義」とし、第1章から第4章によって構成されている。第2部は「企業活動への地
球環境問題の内部化」とし、第5章から第7章によって構成されている。第3部は、「エコ
イノベーションと地球環境問題」とし、第8章から第11章によって構成されている。第4
部は、「企業の社会的責任と地球環境問題」とし、第12章から第15章によって構成されて
いる。
　著者の問題意識と研究の概要は次のとおりである。
Ⅰ問題意識
　著者によれば、「本論文の目的は、経営学の視点から、企業がいかにして自然環境と調
和し、その経済的な役割を果たしていくのかを明らかにすることである。この研究目的は、
企業がその生産活動を通じて果たす経済的な役割が、大量生産、大量消費そして大量廃棄、
また地球規模での事業展開などの経済変化によって、地球規模での自然環境の破壊問題（こ
こでは地球環境問題と呼ぶ）を生じさせ、その対応に苦慮しているという現状認識から導
かれているのである。そして、こうした自然環境と調和する企業、つまり環境調和型企業
の形成を実現する経営活動の解明が研究の内容」である。
　本論文では、企業による地球環境問題への解決に向けた取り組みを総称して「企業の環
82
境性」「環境配慮性」と理解し、その具体的な経営活動である「環境経営」の概念、機能
そして方策について検討している。特に著者は、「地球環境保全への取り組みは、企業にとっ
ても費用削減の効果だけではないのである。つまり、地球環境問題への対応は、事業活動
への環境配慮を介して企業活動そのものへの環境配慮へと展開し、環境ビジネスなどの新
たな事業機会としての可能性が期待されるのである。」とし、地球環境問題と企業活動の
関係に焦点をあてている。
　このように環境経営の基本的な構想は、企業活動への環境配慮としての環境管理、環境
監査活動と市場の環境化としてのライフサイクルアセスメント、エコデザイン（地球環境
に配慮した製品設計）などの側面を持つと考えられるのである。市場への環境配慮は、取
引先、消費者などの取引市場にかかわるステークホルダー組織との対外的な活動である。
さらに、今後は第三の環境配慮として、企業、国家、地方自治体、国民という各環境責任
主体の間に形成されるエコネットワークの主体として経営的リーダーシップの発揮が期待
される。
　地球環境問題への配慮という意味の環境性は、エコノミーとエコロジーのトレードオフ
関係の段階から、社会的側面を加えた広域的な理解の中で問われる時代となった。つまり、
環境性の問題を経済問題との対立の解決だけでなく、社会的な問題（福利・厚生、貧困、
人権などの問題）との関わりの中で検討し、考えることが必要とされる。このことが、環
境性の在り方を広く社会的責任、つまり「社会性」責任という枠組みの中で再定義し、よ
り意味のある環境性が実現されることに繋がるのである。ここでは、社会的責任論、そし
てその基盤であるさまざまなステークホルダー組織との対境関係論と経営主体論からなる
経営学的アプローチが研究方法の特色となる。さらに、エコイノベーションは、単純に環
境性を高めるだけでなく、経済性と社会性を高めるように設計されることに意味があるの
である。このエコイノベーションの経営学的な解明が「持続可能な開発」に大きく貢献す
るものであり、本研究で提示される新たな地球環境問題への経営原理として期待されるも
のである。
Ⅱ本研究の概要
　本論文の構成は、序と結び、そして本論が4部から構成されている。この4部は、15章
から構成される。
　第1部「地球環境問題の経営学的意義」では、地球環境問題を経営学の課題とすること
の意義、そして今日的な問題状況の理解を踏まえた経営学的なアプローチを明らかにする。
　第1章「地球環境問題の基本認識」では、企業の地球環境問題への対応が受け身的な対
応から積極的で自主的な対応へと推移してきていることを取り上げる。そして地球環境問
題と社会的、経済的な問題とが不可分であるとの認識こそが今日の地球環境問題への取り
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組みの基本となることを明らかにする。現段階的な企業の地球環境問題への対応は、受身
的な対応から積極的で自主的な対応へと推移してきていることが取り上げられる。
　第2章「経営課題としての地球環境問題」では、地球環境の保全と企業の経済的な成果
とは相入れない関係にあるとの認識が、地球環境問題への規制整備の進展によって改めら
れるようになっていることを取り上げる。環境規制追従の時代における企業の内部管理的
な地球環境問題への対応は企業の生産活動から派生する環境負荷を企業内で処理し、外部
へ排出しないという閉鎖的な考え方に基づくことを確認する。
　第3章「環境経営の発展」では、これまでの研究活動の歴史からみると規制対応型の環
境経営から環境保全を社会的責任と考え持続可能な企業経営の重要な要素と考える持続発
展型の環境経営へ向かう時系列的な進化が考えられる。しかし、現実的にはそれらが並列
的に現れるという認識を踏まえて環境経営に関する先行研究の特徴を明らかにする。産業
活動の歴史からみると、規制対応型環境経営から「環境保全を社会的責任と考え持続可能
な企業経営の重要な要素と考える」持続発展型環境経営へ向かう時系列的な進化を経るも
のが多く、近年はそれが並列的に現れるという傾向を取り上げて、環境経営の特徴を明ら
かにする。
　第4章「『環境性』への経営学的アプローチ」では、循環型社会の環境経営に共通した特
徴が、環境経営の活動領域を企業内部だけでなく企業外部へと拡大し、そうした他の責任
主体との相互関係を重視していることに着目し、地球環境問題への経営学的アプローチを
検討する。地球環境問題は内部管理部門の問題、対外活動を担当する広報・渉外部門の課
題に留まらずまさに最高経営者の課題となっている。そして、企業の最高経営としての環
境経営問題に取り組む基本原理が、その他の環境責任主体との「対境関係」と「経営の主
体性（自主性）」という、経営学的アプローチによって検討されることを明らかにする。
すなわち、特徴として環境経営の活動領域を企業内部だけでなく企業外部へと拡大し、そ
うした他主体との相互関係を重視していることに着目して、地球環境問題への経営学的ア
プローチである対境理論と経営主体論から検討される。
　第2部「企業活動への地球環境問題の内部化」では、企業活動への地球環境問題の組み
入れ、及び内部管理的な思考から企業の全体的、対外的な思考に基づく環境経営への展開
を考察する。
　第5章「企業の生産過程・戦略と地球環境問題」では、地球環境問題が、企業の生産プ
ロセスとの関連で生じる点について、Albach,H による生産論的視点から社会的費用計算
の問題を取り上げる。それは、企業活動への地球環境問題の内部化、特に規制対応型及び
予防対応型に対応する考え方である。次いで、Porter,M.E 等が提起した企業活動を価値
連鎖として理解する視点から、地球環境問題を競争戦略へ組み入れる研究を検討する。
　さらに、社会との相互作用から共通価値を見出して、そこに競争優位性を高める機会と
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して位置づける点も検討する。さらに、経営戦略論、特に競争戦略と地球環境問題との関
係についても検討する。
　第6章「環境ビジネスと地球環境問題」では、環境保全活動を新たな事業機会（ビジネ
スチャンス）として捉える環境ビジネスの動きについて取り上げる。つまり、機会追求型
環境経営がこれである。地球環境保全の活動に積極的な企業が環境関連分野における事業
化や研究・開発に取り組み、環境関連の新たな製品、サービスや技術を生み出している。
むしろ、戦略的な事業分野として位置づけ、促進することが必要とされている。　
　第7章「組織間関係と地球環境問題」では、今日、企業が単独では地球環境問題に対応
することが困難である点を取り上げる。事実、企業の多くはさまざまな組織と連携しなが
ら地球環境問題に対応している。ここでは、環境技術の開発に関する環境対応について取
り上げる。現在、自動車産業において開発している環境技術は多様であり、他企業との連
携が複雑に展開している。また、環境技術には、今日、付随する環境問題、社会問題が指
摘されており、非常に不透明になっている現状が提示される。
　第3部「エコイノベーションと地球環境問題」は、革新的な思考を加えた総合的な経営
課題としての地球環境問題の経営学的な検討を行う。
　第8章「企業競争力としての環境経営」では、環境配慮製品を重視した経営は、経済社
会の中で企業が本来的に生み出すべき製品（サービスを含む）価値に積極的、主体的に地
球環境問題への配慮を組み込むという点で、環境経営の新たな段階を明示していると指摘
する。
　第9章「エコデザインの役割」では、環境配慮製品の基盤となっているエコデザインと
いう構想に着目しながら、地球環境問題への経営学的な取り組みを検討する。
　第10章「エコイノベーションの概念と形態」では、企業のイノベーション（技術革新）
による地球環境問題の解決を検討する。エコイノベーションは、地球環境への配慮と社会
的・経済的な価値との両立を追求するものであり、コスト思考から投資志向への進展とも
考えられる。
　第11章「エコイノベーションの諸課題」では、エコ・リバウンド（Eco-rebound）の問
題が、エコイノベーションの在り方に更なる進展を求めている点が取りあげられる。
　第4部「企業の社会的責任と地球環境問題」では、第３部の革新的な思考を経営の実践
的な活動の原理に位置づけるために、「環境性」を「社会的責任の社会性（生産の社会的
責任）」として理解するという独自の主張を展開する。
　第12章「社会的責任と地球環境問題の関係」では、地球環境問題は、グローバル・リポー
ティング・イニシアティブ（GRI）および ISO26000の登場と企業への普及によって、企
業の社会的責任との関連において議論されるようになってきていることに着目する。ここ
では特に公共性としての環境性から社会性としての環境性への展開がなされている。社会
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性としての環境性は、経営主体性を前提として展開されるのである。そして、社会性こそ
企業経営の独自の利害、役割であり、事業活動をマネジメントする経営活動に地球環境の
積極的、主体的な配慮をすることになるからである。これに対して、公共性は、企業活動
において、法令遵守、コンプライアンスといった消極的な配慮となるのである。
　第13章「環境報告書、社会的責任報告書と地球環境問題」では、「環境コミュニケーショ
ン」を通じ、「社会性責任としての環境性」から「公共性責任としての環境性」への展開
が実践的に、CSR 報告書におけるマテリアル分析に端的に現れており、今後日本企業も
その対応が求められる点を指摘する。
　第14章「経営教育と地球環境問題」では、社会が企業組織に期待するものは、イノベー
ションであるということを踏まえて、その基本となる経営者の能力開発について検討する。
地球環境問題の解決には、イノベーションが不可欠であり、イノベーションマネジメント
に大きな期待をよせる。その意味では企業家的な経営教育が求められることを指摘する。
　第15章「企業における『環境性』と『社会性』の経営原理」では、今後の環境経営は、
これまでの単体の組織体を超えて自然界や社会という広い視点から、エコ・リバウンド問
題を捉え、適切な生産活動を行うことが強く求められている。まさに、エコイノベーショ
ンを中核とする企業の環境経営は、地球の生態系を生存基盤とし、技術や経済社会を生み
出す大きな影響力を持つ存在として、また、過去－現在－将来を認識し、公平、責任、と
いった行動規範に基づく存在として理解されることになると指摘する。
Ⅲ結論
　以上にわたり、本学位請求論文は、地球環境問題を経営課題として理解し、全体として
の経営（者）の視点からその経営原理を究明している点でこれまでの内部管理論ないし部
門管理論としての環境管理論とは異なる視点に立っているのである。同時に、経営の主体
的な視点、つまり経営（者）の意思決定における主体性と対境関係に関する研究を念頭に
地球環境問題へ取り組んでいる点で目的的であり、手段選択の理論としての性格が強い戦
略論とも一線を画しているのである。
　本論文で取り上げる地球環境問題は、地球環境、経済そして社会の総合的な問題として
理解され、さらに地球環境、経済そして社会に関する企業の経営的意思決定を「マテリア
リティ分析」として公表する段階に至っていると考えられる。著者は、このようなマテリ
アリティ分析が今後も重視されると考え、経営の主体性と対境関係に基づき、組織として
のステークホルダーとの関係形成が求められる、と指摘する。つまり経営者はさまざまな
ステークホルダー組織との関係において対境関係を踏まえながら主体性をもって経営的意
思決定を行うことを主張するのである。著者は、ここでの対境理論と経営主体論との考え
方をより具体化するためには、「コンセンサス・マネジメント」における「対話」の原理
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が有効であると主張した。このような企業の社会的責任における著者の目的の価値的研究
と経営制度的研究はドイツ経営学の固有の内容から取り入れたものである。本論文はわが
国及び米国の環境経営研究にドイツ経営学の研究成果を取り入れ、最高経営層におけるス
テークホルダーとの関係形成の特徴と可能性を明らかにしたのである。ここに本論文が新
しい独創的な研究であると高い評価を与えることができる。加えて、本論文では環境性を
社会性責任として位置づけ、その経営原理を対境理論と経営主体論の考え方だけでなく、
より有効な原理へと高めるためにエコイノベーションの考え方を取り入れて検討した点も
本研究の独創性として高く評価できる。
　本論文は、地球環境問題への企業対応について、経営学的視点より検討を加えたもので
ある。経営の理論がどのように地球環境問題を取り込み、その経営原理を整理し、明確に
してきたのか、明らかにされている。本論文では、単なる理念にとどまることなく、生産
のプロセスと製品、経営における各種のイノベーションや標準化などにより、より実践的
な取り組みへと進展している実態も明らかになったといえる。
　本論文において、「環境性」を企業の社会的責任論の中で検討し、これまでの「しては
ならない」基準の遵守に基づく公共性責任から、企業の社会的な存在理由でもある「生産
活動」に基づく社会性責任のうちに位置づけた点は本論文のオリジナリティーである。す
なわち、今日的な地球環境問題の課題が持続的な開発にあり、「グリーン経済」、「グリー
ン成長」に示されるような経済的、社会的な側面に本論文の経営学の立場からのオリジナ
リティーをみることができる。
　また本論文では、環境性を社会的責任性として位置づけ、その経営原理を対境理論と経
営主体論の考え方だけでなく、より意味のある原理へと高めるためにエコイノベーション
の考え方をとりいれて検討した点に新しい特色を見出すことができ、この点が本論文の独
創的な点である。今日のエコイノベーションは、単なる技術革新ではなく、そのもたらす
結果や影響が環境的、経済的そして社会的にも有意義であることが求められる。本論文で
は、地球環境問題をめぐるこれまでの展開を経営学的に検討した結果、「環境性」を「社
会性責任」として位置づけ、その経営原理に対境理論と経営主体論だけでなく、「意味あ
るイノベーション」を位置づけた点が最も重要な成果である。このような「環境性」の再
定義により、地球環境問題へ対応する企業の経営原理は、企業の本来的な存在理由である
生産活動、つまり社会性責任として革新的な性格を持つことになるのである。このような
「持続可能な開発」の時代の経営者の能力を高めるには、これまでの公共性（コンプライ
アンス）責任だけではなく、社会性責任をも踏まえた企業家的な経営教育が不可欠である
と考える。
　本論文が企業を含む環境責任主体と企業の経営主体の関係性を対境性の論理と経営の主
体性に留まらず、｢意味あるイノベーション｣ を使って、地球環境に配慮した持続可能な
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経営の構築のための経営原理を示した点を高く評価することができる。
【審査結果】
　以上の審査に加えて、柿崎洋一氏の教歴と業績及び語学力は、本学博士（経営学）の学
位を授与するのに、相応しい十分な資格要件を備えていることを判断した。
　また、経営学研究科（経営学専攻）の博士学位審査基準に照らしても妥当な研究内容で
あると認められる。従って、所定の試験結果と論文評価に基づき、本審査委員会は全員一
致をもって柿崎洋一氏の博士学位請求論文は、本学博士（経営学）の学位を授与するに相
応しいものと判断する。
